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研究成果の概要（和文）：海草藻場を対象に複数の生態系機能とサービスを定量的に評価し、総

合的な経済的価値を算定する手法の確立を行った。8 つの生態系サービスを総合的に評価する

ことによって海草藻場間での生態系サービスの変異性を詳細に推定することが可能となり、そ

の結果として各地の海草藻場の価値を個別に評価することが可能となった。 

 
研究成果の概要（英文）： 
I established a method for quantifying multiple ecosystem functions and services of seagrass beds. The 

method enabled to identify the ecosystem services of each seagrass bed in detail, resulting in the 
consequence that we can determine spatial variation in an integrated economic value of seagrass beds, 
even among the local seagrass beds with similar categories of ecosystem services. 
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１．研究開始当初の背景 
 沿岸域は藻場・干潟など海洋生物にとって
重要な生態系を多く含む一方、その高い生物
生産力と静穏な海洋環境は人間活動にも有
益であるため、沿岸域は自然海岸と都市部が
入り混じり、都市部からの様々な要因による
環境劣化が生じやすい特徴を有する．実際に
環境劣化に伴う生物生産力の低下、海岸開発
による沿岸生態系の消滅・分断化が世界的に
起こっている（Short & Wyllie-Echeverria 
1996）．日本も例外ではなく、代表的な沿岸
域である瀬戸内海では、海岸開発により干潟

面積は明治以降約半分にまで減少し、海草藻
場は1960年以降40年間で23、000haから 6、
000ha となった（環境庁・瀬戸内海環境保全
協会 1998）．そのため、瀬戸内海環境修復計
画が策定され、約 600ha の浅場修復が目標と
されている（国土交通省中国地方整備局・水
産庁漁港漁場整備部 2005）． 
 しかし、沿岸域保全・再生に関する取り組
みが全て成功しているわけではない．その問
題点として、事業計画や実施段階において沿
岸域生物群集について生態学的側面からの
適切なアプローチが行われていない実態が
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挙げられる（堀ら 2007）．浅場修復の本質で
ある生物多様性・生態系機能の回復に向けた
生物的プロセスの評価が的確に行われない
まま、一方で生態系機能の劣化が進行しつつ
ある現状への対処として対症療法的な事業
の計画・実施を行わざるを得ない状況が多い
（松田ら 2005）．また、工法等については詳
細な事業予算の試算が可能な一方で、生物的
プロセスについては経済的試算が困難なこ
とが事業計画へ反映することが困難となっ
ている． 
 生物プロセスの経済的試算には、生態系機
能から享受する生態系サービスの試算を行
うべきだと言われている（Pearce & Turner 
1990、 Alcamo et al. 2003、 Daly & Farley 
2004）．世界規模で生態系サービスが試算さ
れた例では（Costanza et al. 1997）、17 の
生態系サービスのうち、沿岸域の各生態系は
８つの生態系サービスによって評価が行わ
れている。しかしながら、生態系として根源
的な植物の光合成・呼吸による炭素吸収等の
試算が行われていないなど、いくつかの重要
な生態系サービスの評価が欠如している．ま
た、これらの生態系サービスの算定はある時
間断面のスナップショットとして行われて
おり、保全や自然再生にとって重要なサービ
スの安定性・持続性に関しては考慮されてい
ない（Costanza et al. 1997）．これらの欠
如によって、現状の生態系サービス評価法を
実際に自然再生を行う局所スケールの生態
系に適用することは難しい．従ってこれらの
問題を解決し、的確な沿岸域の保全・再生を
推進させるためには、まず保全・再生事業を
行う時空間スケールに対応し、かつ生態系の
持続性に関する評価を含めた生態系サービ
スの評価手法を確立させることが必要であ
る． 
 
２．研究の目的 
本研究は海草藻場を対象に海域単位の局所
的な生態系サービスを算定し、総合的な経済
的価値を海草藻場に付加する手法の確立を
目的としている．具体的には以下の細部目標
について研究を行い、これらの結果を統合す
ることで藻場全体の生態系サービスを評価
する手法を構築する。 
 
（１） 生態系サービスの評価 

既存文献であげられている海草藻場の機
能を整理し、６つの生態系サービスにまとめ
る。これに二酸化炭素/酸素のガス交換機能
と持続性を加えた８つの生態系サービスに
ついて、野外調査・実験により得られたデー
タをもとに試算を行う。なお生物プロセスに
着目する本研究では生態系機能に付随した
生態系サービスの評価に重点をおき、生態系
や生物の歴史的・文化的価値（個々の種の希

少性など）については評価していない。 
 

（２） 生態系サービスの経済的価値評価 
得られた生態系サービスの具体的な経済

的価格を試算する。試算においては試算基準
間で試算値の比較を行い、最適な試算手法を
検討する。 
 
３．研究の方法 
 瀬戸内海を主要調査対象海域とし、またサ
ービスの地域差を検討するために国内各地
の海草藻場で以下の評価を行った。 
 
（１）生態系サービスの評価 
まず、本研究で対象とした海草藻場の生態

系サービス①水質浄化（物質循環）、②二酸
化炭素吸収、③原料供給、④波浪・底質安定
化、⑤食料供給、⑥生物多様性の保持、⑦レ
クリエーション、⑧持続性、について野外調
査・実験による定量的試算を行った。 
サービス①、②、③および④については海

草の主要な生態系機能である一次生産に関
連したサービスであり、対象とする個別の海
草藻場ごとに算出が可能である。そこで個々
の海草藻場において海草の成長量および海
草藻場の面積と植生構造について野外調査
及び実験による測定を行った。 
またサービス⑤および⑥については、対象

となる海草藻場を利用する魚類等の二次生
産力に関連したサービスとなるため、個々の
海草藻場内の調査からは算定できない。そこ
で、まず空間解析により個別の海草藻場が関
与する魚類生産及びその空間範囲を明らか
にし、その空間範囲内の海草藻場を中心とし
た景観構造と魚類生産の分布の関係につい
て解明を行った。その関係から、個別の海草
藻場が影響する空間範囲内の種別の魚類生
産量を推定し、食料供給となる水産資源生産
量の算定を行った。つぎにサービス⑦につい
ては海草藻場を対象として行われているレ
クリエーションの種類とその手法について
市場調査を行い、地域別に整理することで
個々の海草藻場の利用傾向の地域差を明ら
かにした。 
またサービス⑧については、将来の藻場存

続確率を推定するために、対象とする藻場藻
場の面積の時間変化、海草成長量・地下茎を
用いた寿命の推定、および遺伝子解析による
藻場内の遺伝的多様性と藻場間の遺伝子流
動を推定した。一般に海草は栄養繁殖と種子
繁殖の双方により藻場植生を維持しており、
このうち種子繁殖は離散した生息場所間で
の遺伝子流動によって各藻場の遺伝的多様
性を確保し、自家受粉しないといわれるアマ
モの近交弱勢等の効果を軽減し、環境変動な
どの攪乱による一斉斃死を防ぐ効果があり、
持続可能性に直結する。 



 

 

（２）生態系サービスの経済的価値評価 
生態系サービスの経済的価値の算定には

現在でよく使われている生産高評価法、防止
支出法、損害費用法、代替法、顕示選好法、
および表明選好法の６つの手法を適宜用い、
試算に最適な手法の選定を行った。 

サービス①、②および④：市場価格のある
ものはその直接的価値で算定し、直接的価値
の算定が行えないものについては同等の作
用を人工的に行った場合にかかる費用を設
備物品費、人件費、期間からなどから算定し
たり、あるいは海草藻場を保持するために対
価として供給できる金額の市場調査を行っ
た．   

サービス③および⑤：海草の肥料価格、海
草藻場に出現する水産魚介類の種別価格を
市場調査し、その合計値を各サービスの価格
とした． 

サービス⑥：多様性が保持されることの経
済的価値は、他の殆どの生態系サービスの経
済価値として表現されるため、本研究では算
定を行わなかった． 

サービス⑦：市場調査により海草藻場で観
光・遊漁するために使用する金額を調査し，
海草藻場を利用した人数の合計金額をレク
リエーション価格とした． 
 サービス⑧：将来の藻場存続確率を計算し，
この確率を用いて全ての生態系サービスの
期待値を推定した。  
 
４．研究成果 
 まずサービス①～④の評価に必要な海草
の一次生産量について日本各地で測定を行
った結果、同じアマモでも地域によって大き
な変異があることが明らかとなった（図 1）。
これまでのアマモ場の保全の現場では、過去
の知見から生産量/現存量比（P/B 比）を 4.0
とし、この値を全国一律で用いられることが
多かったが、生産量の地域変異と同様に P/B
比も地域差が大きいことが判明した。 
 次にサービス⑤および⑥の評価に必要で
ある海草藻場と魚類等の二次生産者との関
係についても日本各地で測定を行った（図 2）。
その結果、海草藻場の現存量や生産量は、魚
類の現存量および種多様性との間に有意な
相関を持たず、唯一魚類の現存量と種多様性
間に強い正の相関が確認されたのみであっ
た（r=0.784, p<0.0001）。このことは、個々
の藻場単位では魚類生産の評価は困難であ
ることを再確認する結果となった。 
そこで、単一の藻場が及ぼす魚類生産への

寄与を解明するために、瀬戸内海全域の藻場
の分布と魚類生産（漁獲量）の空間分布を対
象とし、空間自己相関等を利用した解析を行
った。その結果では（図 3）、魚種によって藻
場を利用する空間範囲が異なるものの、いく
つかの魚種で魚類生産量と藻場面積（現存量

の指標）との間に有意に強い関係を見出され
たことに加え、単一の藻場からの距離に伴う
魚類生産量との関係を評価することができ
た。また、明らかに藻場を利用しない魚種で
は有意な関係は得られなかった。このことは
本解析手法の有用性を示唆するものであっ
たため、以降では本手法を用いて生態系サー
ビスの推定を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1．アマモ生産量の地域差（上段：アマモの日

生産量、下段：生産量/現存量比） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 2．アマモ地上部現存量（上段）、魚類現存量（中

断）、および魚類種数（下段）の地域間変異 

 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3．漁獲量から推定された魚類現存量の空間分

布（上から順にコウイカ類、ヒラメ、マダイ、お

よびメバル）と藻場面積の空間分布。魚種により

空間範囲が異なるが、藻場周辺に局所集団が形成

される傾向を示す 

 
また、持続性を評価するための遺伝子解析

ではマイクロサテライトを採用し、すべての
アマモが種子繁殖のみで藻場を成立させる
鹿児島湾、栄養繁殖が優占する瀬戸内海を対
象に、遺伝的多様度と遺伝子流動の評価が可
能か検証を行った。その結果、高精度で局所
的な遺伝的変異性を表現することができ、ま
た鹿児島湾では個々の藻場間で種子の移出
入が長期間生じていないことが判明した。鹿
児島湾は湾内の個々の藻場が縮小・消滅傾向
にあり、この過程と照合することで移動分散
の制限による藻場の衰退速度（すなわち持続
性）が推定された。 

以上の手法を用いて各生態系サービスの
評価を行った結果、以下のような事実が明ら
かとなった。 

 
（１）生態系サービス 
水質浄化・二酸化炭素：  

アマモの一次生産量から推定されたこれら

の生態系サービスは、従来の知見よりも大き

な地域変異性があることが明らかとなった。

その理由として、従来では一次生産/現存量比

が国内いずれの海域も４程度で試算されてい

たのに対し、各海域で直接測定を行った結果

を用いた本研究では最大で14程度、最少で3

程度と10以上のばらつきがあったことがあげ

られる。 

 
堆積作用： 
水質浄化・炭素吸収作用よりも大きな地域

変異性があることが明らかになった。これは、
堆積作用等がアマモの一次生産量だけでな

く、アマモの形態形質が作り出す植生構造に
強く影響を受けていること、その形態形質は
一次生産量よりも局所的に大きく変異して
いたことが原因であった。また、堆積作用は
形態形質を介して藻場面積と間接的に関連
があり、その関係はロジスティック回帰によ
り表現された。堆積作用はおよそ 30ha 程度
で大幅に向上し、それより大きい面積では安
定的に堆積作用が生じることが判明した。 
 
原料： 
アマモは以前、肥料等に直接利用されてい

たが、調査の結果として現在は日本各地のど
の地域もほとんど使われておらず、使われて
いた場合も微量で使用量・金額として表すこ
とが困難であり、地域差も有意に表現されな
かった。そのため、以下の経済的試算からは
除外した。 
 
食料供給： 
瀬戸内海の例では、食料供給サービスとし

て藻場がその量に貢献している水産有用種
はマダイ・メバル・ヒラメ・コウイカが優占
4 種であり、一ヘクタールの藻場が貢献する
と推定された漁獲量はそれぞれ年間 5～10㎏
と計算された。他の水産対象魚種も合わせる
と、年 50～80 ㎏程度の水産資源に貢献して
いると推定されたが、海域によって藻場を利
用する魚種が大きく異なるため、藻場が貢献
する漁獲量も大きく地域変異することが判
明した。 
 
レクリエーション： 
藻場のレクリエーション利用の殆どが個

人の遊漁であり、一部の地域で潮干狩り・地
引網・簀立て網等の観光漁業に利用されてい
た。観光漁業を定期的に開催している地域で
は格段に利用頻度が高くなっているが、それ
以外の海域ではゲームフィッシングの対象
となる魚種が多く生息する海域でかつ大都
市からの日帰り行動圏内に位置する海域ほ
ど、藻場のレクリエーション利用が多くなる
傾向が確認された。 
 
持続性： 
アマモの生活史の変異に南北勾配があり、海
域間では南部ほど一年生の種子繁殖の生活
史の割合が高くなっていたため、個々の藻場
の持続性は南部ほど低くなる傾向が確認さ
れた。また、特定の海域内でも、水深等の環
境勾配によっても生活史の変異が生じるこ
とで藻場の変動が大きくなり、持続性が低く
なる傾向も確認された。 
 
（２）生態系サービスの経済的価値評価 
上記（１）で明らかとなった生態系サービ

スの経済的価値を付加した結果、まずアマモ



 

 

の一次生産量に関連した生態系サービスで
は水質浄化サービスの経済価値が高額に算
出されたため、地域差が大きくとも、元値の
高さによりサービスが低い地域でも生態系
サービス全体の経済的価値への寄与率が大
きかった。その一方で二酸化炭素吸収や堆積
作用に関わるサービスについては、近年のカ
ーボンオフセットの浸透により炭素市場が
形成され、その吸収量が市場での直接価格と
して取り扱われるようになったため、その値
を用いることにより、低く算定せざるを得な
かった。それによって、サービスの地域差は
大きくともサービス全体のの価値への寄与
率は小さくなった。たとえば、各地の二酸化
炭素吸収量の年間値を試算した例では、北海
道海域で 1tC/ha、東日本海域で 5.7tC/ha、
西日本海域で 3.5tC/ha となった。CO2排出量
取引では、欧州気候取引所の 2011 年度価格
で 1tあたり平均 1200 円程度となっているこ
とから、アマモ場の CO2 吸収サービスの経済
価値は北海道海域で約 1200 円/ha、東日本海
域で約 7000 円/ha、西日本海域で約 4200 円
/ha となった。ただし、CO2排出量取引価格は
大きく変動し、たとえば 2020 年には 1t あた
り平均 10000円近くにまで上昇することも予
測されているため、長期的な価値評価では現
価格の 2～3 倍程度の価値となると予測され
た。また、アマモ場の持続性を加えた試算で
は西日本ほど持続性が低く試算されたこと
から、地域差はさらに拡大すると考えられる。 

食料供給およびレクリエーションサービ
スについては、アマモの一次生産に関連した
各サービスよりも相対的に地域差が大きか
ったことに加え、経済的価値の地域差も大き
かった。そのため、アマモの一次生産に由来
するサービスよりも地域変異性が大きくな
る傾向が確認された。しかしながら、アマモ
場の持続性を加えた試算では、アマモの一次
生産に由来するサービスよりも変動幅が格
段に小さく、アマモ場の持続性が低い場合な
ど、条件依存的に一次生産由来の生態系サー
ビスの経済的価値を上回る可能性が推測さ
れた。Hori et al. （2009)では、藻場の面
積や群落構造の変動性が大きい藻場におい
て魚類現存量が多くなる傾向を示唆してお
り、本研究においても、アマモ場の持続性が
低いアマモ場でも魚類にとって重要な生息
場所となり得る状況があることを示してい
るのかもしれない。 

これらの知見を総合すると、生態系サービ
スの経済的価値の試算総計は、これまでの既
存知見で述べ足られているアマモ場の経済
的価値を大幅に上回ることが予測できた。そ
の見積もりは少なくとも数倍以上の価値に
なる場合も十分に想定される。本手法により、
個別のサービスの評価では不可能であった
細かい生態系サービスの差を詳細に評価す

ることにより、対象海域に適した海草藻場の
状態を探索することもできると考えている。 
ただし、こういった経済価値は本研究で明

らかになったように条件依存的にかつ地域
的に変化するものであるため、ある値を別の
地域に利用する際にはその条件等について
精査し、利用できるかどうか十分な議論を行
うことが重要である。これまでは経済的試算
の例が少なかったことも一因となり、その値
が恣意的に用いられている例が多く見受け
られている。その直接的な価値の提示にも十
分に注意する必要があるだろう。 
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